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わが国の現行貿易制度について
来住哲
はしがき
戦後わが国はほとんどの国と貿易協定および支払協定を結び，これにもと
づいて協定貿易の形式で貿易を行なってきた。そして貿易・支払協定により，
相手国は通貨地域別に， ドル地域，スターリング地域および特別決済勘定地
域 (OpenAccount Area)に大別されたが，昭和31年10月 2日の改正によっ
て，これらの地域のほかに，「特別指定地域」甲，乙，丙が加えられ，それら
の地域との取引に対しては決済通貨をそれぞれ指定してきた。 しかるに，
1958年（昭和33年） 12月27日に西欧諸国が通貨の自由交換性を回復するに及
ぴ，昭和34年 (1959年） 1月30日以後はこれらの区分を廃止し，特別決済勘
定地域以外の地域に対しては指定通貨でさえあれば，どの通貨でも決済する
ことができるようになった。さらに，昭和37年 (1962年） 1月16日以降，従
来15通貨に限定されていた支払通貨の限定が廃止されたため，本邦通貨およ
ぴどの外国通貨によっても決済されることができるようになったが，受領通
貨については従来通り 15通貨に限定された。しかし昭和41年 3月15日より新
たにオーストラリア・ドルが加わったため，現行では16通貨になっている。
このように，わが国では為替上において管理・統制を行なっているとともに，
物品上においても各種の管理令や管理規則によって管理を行なっている。す
なわち，わが国の貿易制度は外国為替および外国貿易管理法にもとづく輸出
貿易管理令，輸入貿易管理令および外国為替管理令による輸出入許可制と為
替管理制とを合わせた制度であり，さらにこれらの政令のおのおのに関係す
るものとしてそれぞれの地域との取引には決済方法によって，標準決済方式
が定められている。
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しかし，この管理統制も国力の回復とともに漸次緩和され，特に輸入面に
おいてこれが顕著となり，国際通貨基金 (InternationalMonetary Fund; I. 
M. F.) 8条国への移行に伴い，昭和39年4月1日より輸入管理の基本であ
った外貨予箕制度は廃止され，これに代って数批を基準として割り当てる制
度が設けられた。
第 1 輸入貿易制度
わが国現行の輸入には有為替輸入と無為替輸入がある。有為替輸入とは輸
入貿易管理令第4条にもとづく輸入をいい，外貨で貨物代金の決済を行なう
通常の輸入はこれにあたる。これに対し，無為替輸入とは輸入貿易管理令第
8条にもとづく輸入をいい，具体的には貨物の価額の全部について外国為替
による代金決済を要しない輸入あるいは円貨で貨物代金の決済を行なう輸入，
さらに委託加工貿易契約による輸入をいい，いずれの輸入の場合でも，政府
の承認が必要とされている。ただ有為替輸入の場合は政府代行機関としての
為替銀行から承認を受けるが，無為替輸入の場合は通産大臣（通商産業省通
商局輸入業務課無為替班，ただし各通産局長に承認の権限を委譲しているも
のについては通産局または通商事務所の輸入担当課）に申請してその承認を
受けることになる。なお総価額18万円 (500ドル）以下の輸入についてほ，
税関長にその承認権限が委譲されているため，税関長の承認を受ければょい。
従来，わが国の輸入は無為替輸入を除いて，外貨予算制度のもとに行なわ
れ，その承認方式として，（1）外貨資金割当制 (FA制） （2）外貨資金自動割当
制 (AFA制）および(3)自動承認制 (AA制）の三つがとられていたが，国
際通貨基金8条国移行に伴い，これらの制度は廃止され，数量割当制度に代
った。すなわち，その承認方法として(1)輸入割当制 (ImportQuota System; 
IQ制） （2）自動輸入割当制 (AutomaticImport Quota System; AIQ制）お
よび(3)自動承認制 (AutomaticApproval System; AA制）の三つがとられる
ことになり，現行ではこの三つのいずれかによって輸入が認められている。
IQ制は従来のFA制に対応し，輸入業者，製造業者その他の特定人に対し
て通産省より輸入数量が割り当てられるものをいい，非自由化品目の輸入に
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適用される。つぎにAIQ制は従来のAFA制に対応し，通産省より輸入割
当を受ける必要があるが，割当申請をすれば原則として自動的に輸入割当が
受けられるものをいい，形式的には IQ制であるが，実質的にはAA制であ
って，自由化品目と呼ばれている。さらに， AA制は通産省より輸入割当を
受ける必要はなく，為替銀行に輸入承認の申請をすればいつでも輸入が認め
られる制度である。
そこで海外より貨物を輸入しようと欲する者は，通産大臣が(1)輸入割当を
(1) 
受けることを要する貨物の品目，（2）輸入許可を受けなければ貨物を輸入でき．． 
ない地域，（3）その他貨物についての必要事項について輸入公表を行なうから，
輸入しようとする貨物がどの品目に属しているかを知るぺきである。なおA
A品目の場合は為替銀行が絶えず輸入承認申請を受理することになっている
から，その承認のみを受ければよいが， IQ品目やAIQ品目の場合は，個
々の品目または品目グループごとに別途輸入割当申請手続について輸入発表
が行なわれるから，これにもとづいて，為替銀行に承認の申請をする前に，
通産省より輸入割当を受けなければならない。また， AA制の場合でも， I 
(2) 
Q制の場合でも標準決済によらない場合は通産大臣の事前許可を受けなけれ
(3) 
ば輸入承認を受けることはできない。なお，輸入承認申請の際には担保を為
(1) IQ品目かAIQ品目かを掲げ，これらの表に掲げられていない品目は自動的
に輸入がなされる〔AA品目〕とするいわゆるネガテイプリスト方式によっている。
(2) 貿易取引の決済が，現行の為替管理上，正常な決済方法として規定されている
ものを標準決済方法といい，これによらない決済方法を標準外決済方法という。輸
入の標準決済方法ほ，次の三つの方法のいずれかまたは(1)(2)の方法を併用して輸入
貨物代金の全部を対外支払手段により外国へ向けて支払い，または自由円勘定を通
ずる方法で支払う場合をいう。
(1) 本邦内における船積書類または貨物の受領と同時に，またはその受領した日か
ら当該貨物の通関後4カ月までの期間に支払う場合。
(2) 本邦内における船積書類もしくは貨物の受領前に①輸入貨物代金総額が 180万
円以下の貨物代金を支払う場合，R機械輸入の場合で当該輸入貨物代金の半額も
しくは 180万円のいずれか多い額を超えない金額を支払う場合，⑧書籍，定期刊
行物または生動物の輸入代金を支払う場合。
(3) 揚地払条件付輸入の場合で，総価額の10％以内を貨物の通関後 6カ月以内に支
払う場合などである。
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(4) 
替銀行に預け入れなければならないが，加工貿易材料として輸入割当を受け
て輸入される IQ品目や国および公共団体などが輸入する貨物など一定の貨
物については現在のところ担保の預入れが免除されている。
担保預入れは保証金のほか，国債，国鉄発行の鉄道債券，日本電電公社発
行の電信電話債券，定期予金証書または金融機関の保証状でも差支えないが，
通産大臣が指定したときはその指定に従わなければならない。預け入れた担
保に対しては受領証が発行される。その担保は当該貨物を輸入承認害の有効
期間内に，輸入保証額（輸入承認金額の80%）以上輸入したとき，またなんら
かの事情で，輸入の承認が受けられなかったとき，さらに委託販売貿易契約
によって貨物を輸入保証額以上輸入したときは，為替銀行限りで返還される
が，もし当該貨物を輸入保証額以上輸入しなかった場合は，それが不可抗力そ
の他の正当な事由であれば通産大臣の承認によって返還されるが，そうでな
(5) 
いかぎり，預主に返遠されないで，国庫に帰属せられることになる。これは
単に思惑輸入の防止および外貨の効率的運用を目的としたものでなく，国際
収支の悪化の場合の輸入抑制および金融引締の補助的手段をなすものである。
したがって，担保の種類や比率は一定でなく，国際収支や外貨準備高を反映
して変動する。
このように，輸入貿易管理令によって，輸入公表，輸入承認，担保預入れ
およびその処分，また必要な場合には通産大臣の輸入割当や事前許可が必要
とされ，さらに輸入貿易管理規則によって，承認，許可などの申請書の様式
や手続，輸入担保の種類，預入れおよび処分などが規定されており，貿易の
自由化になったとはいえ，このような管理がなされていることを忘れてはな
らない。
第2 輸出貿易制度
現行の貿易規則では輸出は原則として自由であるが，国際収支の均衡維持
(3) 翰入貿易管理令第10条，輸入貿易管理規則第6条第 1項。
(4) 同令第13条，同規則第7条第 1項。
(5) 同令第13条第7項，同規則第7条第7項。
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ならびに外国貿易および国民経済の健全な発展をはかるために，輸出承認，
契約許可，認証などによって，物品上また代金決済上，各種の管理がなされ
ている。
〔I〕 物品上では(1)特定商品（輸出貿易管理令別表第一の掲載品目）の特
(6) 
定地域向け輸出については通産大臣の輸出承認が必要とされている。たとえ
ば戦略物資などはココム（対共産圏向輸出統制委員会）の関係上，また重要
物資については需給の調整上，輸出の禁止または制限を行なっている。また，
仕向地において輸入制限または関税引上げなどが行なわれる恐れのある物資
や過当競争物資に対しては，これらを防止するために価格規制や数批規制が
(7) 
行なわれている。
次に，（2）輸出品の声価の維持および向上をほかるために，輸出検査法によ
って検査を必要とする物品が指定され，原則として政府機関またはその指定
(8) 
検査機関によって品質検査に合格しなければ輸出できないことになっている。
(9). (IO) 
最後に，（3）委託加工貿易または委託販売貿易などの特殊貿易によって輸出
(11) 
する場合には通産大臣の承認を受けなければならない。しかし，輸出業者が
それぞれの契約の締結について通産大臣の許可を受ければ，輸出承認を受け
(12) 
なくてもよい。
(6) 輸出貿易管理令第 1条第 1項。
(7) 同上。輸出入取引法第28条第 2項。
(8) 輸出検査法第 3条。
(9) 委託加工貿易 (ProcessingDeal Contract Trade)とはわが国の国内業者が委
託加工契約にもとづいて，海外の委託者から主原料もしくは加工の対象となるもの
の一部または全部の供給を受け，これを指定製品に加工したうえ，その加工品を再
ぴ海外の委託者に稲み出し，その労務提供に対して加工賃を受ける貿易方式をいう。
したがって，副資材や包装材料のみの支給は委託加工貿易とはみなされない。
(10) 委託販売貿易 (ConsignmentTrade)とは輸出業者や製造業者が売買契約によ
らないで貨物を輸出して，その販売方法を海外の商社に委託し，それに対して一定
の販売手数料を支払う販売方法をいい，新商品や新市場開拓のために利用されるこ
とが多い。もちろん，既に輸出された貨物の代金が不払になったり，また荷受けを
拒否されたような場合に，他の取引先や販売代理店にその貨物の処分を委託するよ
うな場合にも用いられている。
(11) 輸出貿易管理令第 1条第 2項。
わが国の現行貿易制度について（来住） 43 (43) 
〔I〕 代金決済上では，（1）決済通貨，決済期間ならびに決済方法について
(13) (14) 
標準決済方法が定められている。これ以外の決済方法を標準外決済方法と呼
ぴ，これによって貨物を輸出しようとするときは，通産大臣の承認が必要と
(15) 
される。
そこで，輸出しようとする者は為替銀行の承認を受ける前に輸出承認申請
舎 2通（標準外決済の場合および数祉規制が行なわれている場合は 3通）を
通産大臣（具体的には通産省，通産局または通産事務所，ただし申請の内容
によっては特定の通産局または本省でなければ承認事務の行えないものもあ
る）に，また輸出承認の権限が税関長に委任されているものについては税関
長に提出して，その承認を受けなければならない。なお，股林水産物の輸出
(12) 同令第 2条。
(13) 輸出の標準決済方法は，次の四つの方法のいずれかまたはそれらの方法を併用
して，輸出貨物代金の全部を指定受領外国通箕表示の対外支払手段により外国から
受領し，または自由円を通ずる方法で受領する場合をいう。わかりやすくいえば，
輸出宜物の代金決済ほ指定通貨 (16通貨）によってなされることを条件としている。
①前払ただし貨物の輸出の認証前 1年（プラント輸出の場合は 3年）以内に指定通
貨で受領する場合，②取消不能信用状によって受領する場合，③信用状のないD/P
（支払渡し） •D/A （引受渡し）手形によって受領する場合，ただしカナダ，中南米，
ヨーロッパ，エチオビア・スーダン・アラプ連合などのアフリカの一部，中近東の
大部分，大洋州，南西諸島および南洋諸島などの特定地域に限られる。しかし，信
用状のある場合でも，信用状のない D/P• D/A手形の場合でも，為替手形の振出
しにより，一買後 5カ月以内または船稲後6カ月以内に受領されなければ標準決済
とほみなされない。④揚地払条件付輸出の場合において，総価額の10％以内の金額
を船栢後 6カ月以内に受領する場合である。さらに，委託加工貿易契約にもとづく
無為替輸出および特定貨物の無為替輸出も標準決済方法とみなされている。このよ
うに標準決済方法の主たる原則は決済通貨，決済方法，決済期間および無為替輸出
の規制である。
(14) 標準決済方法以外の決済方法をいい，そのうち特に重要なものは決済時期より
みた①信用状のない D/P• D/A手形による決済，R繰延ぺ払方式による輸出であ
り，また③無為替輸出であろう。このほか委託販売方式による輸出や，決済通貨お
よび決済方法よりみた標準外決済方法がある。なお，詳細は貿易弘報社「貿易手続
全解」 16版， 132~137頁を参照されたい。
(15) 輸出貿易管理令第 1条第 3項。
44 (44) わが国の現行貿易制度について（来住）
については農林大臣，標準外決済については，大蔵大臣の同意をえたうえで，
輸出承認が行なわれる。また，輸出価格や数批規制の物品についてはそれを
証する書類の添付が必要とされ，さらに特定品目（金属鉱産物，医薬品およ
び化学品など）に対しては成分表または化学分折表を，また特定の戦略物資
をココム加盟国などに輸出しようとするときは，仕向国政府の証明書または
これに準ずる書類の添付が必要とされている。
なお，輸出承認を受けたのちに，その承認害を訂正しなければならなくな
った場合は，それが通関前であるならば，輸出内容訂正許可願に輸出承認書
を添付し，また通関後であれば，それに輸出承認書の写しを添付して通産省
に提出し，変更を受ける。
(2) 銀行認証
(16) 
輸出業者は通関に先立ち，無為替輸出など 1• 2の例を除いて，外国為替
銀行に輸出申告書 (ExportDeclaration; E/D)（銀行認証用）を差し出し，銀
(17) 
行の認証 (BankCertificate)を受けなければならない。なぜならば，現行規
則では，輸出代金回収の安全をはかるために，通産大臣は輸出業者に代金決
済方法を要求し，この証明事務を外国為替銀行に委託しているからである。
したがって，輸出業者は，①標準外決済の場合には輸出承認書，特殊貿易
によるときはその許可証，R代金決済ずみ（前受）の場合には輸出貨物代金
前受証明書などの代金支払を証する書類，⑧代金支払が保証されている場合
には信用状または手形買取授権書などを輸出申告書（銀行認証用）に添付し
て為替銀行に差し出すと，銀行はこれを審査し，適当と認めた場合は，輸出
申告書（銀行認証用）に認証をなし，それを添付書類とともに申告者（輸出
業者）に返却する。
(16) ①貨物代金の全額について支払手段による決済を要しない貨物または円貨で決
済する貨物を翰出しようとするとき。 （ただし，価額の全部または一部について非
居住者自由円勘定を通ずる方法により決済する貨物の場合を除く）（輸出貿易管理令
第3条第 3項）
R原則として，仮りに陸揚した貨物または輸出貿易管理令別表第 2および第4に掲
げる貨物を輸出しようとするとき。 （輸出貿易管理令第 4条）
(17) 輸出貿易管理令第 3条。外国為替および外国貿易管理令第49条。
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なお，無為替輸出，円決済による輸出（非居住者自由円勘定を通じて決済
(18) 
される場合を除く）および輸出特例に該当するものは，銀行認証を受ける必
要はない。
(3) 代金回収の義務
このように，椋準決済，標準外決済および銀行認証のもとに輸出貿易管理
が行なわれているが，これらは通関前に行なわれる代金決済上の管理である。
しかし，通関後においても輸出業者は認証を受けた決済方法に従って，輸出
(19) 
貨物の全額を回収するための措置が定められている。ただし，当該貨物の価
額の一部の代金を外国為替によって回収しないことについて承認または許可
を受けた場合は回収の義務が免除されている。なお，外国為替の支払拒絶を
受けた場合や値増金が発生したときは「外国為替の支払拒絶または値増金の
発生に関する報告書」 2通に為替銀行の確認を受けて通産大臣に提出しなけ
ればならないし，輸出業者がこれらの事実を確認した日，または通知を受け
た日から 3カ月以内に全額を回収できない場合や，全額あるいは一部の回収
を免除する必要がある場合は輸出代金回収期限延長または回収免除許可申請
書とそれを証するにたる書類を通産局または通産省に提出し，回収期限の延
長や回収免除の許可を受けなければならない。
このように，輸出貿易管理令によって，輸出承認，契約の許可，銀行認証
および代金回収の義務が課せられており，さらに輸出貿易管理規則によって，
これらの承認や認証を申請する場合の申請書の様式や通関などの手続が規定
されている。
第3 外国為替管理制度
わが国現行の貿易制度を考察する場合，輸入貿易制度および輸出貿易制度
を考察するだけでは不十分であって，外国為替管理制度もあわせ知る必要が
ある。しかし，ここでは特に貿易に関係の深いものに焦点をしぼって述べる
ことにする。
(18) 輸出貿易管理令第4条。
(19) 同第 6条。
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〔I〕指定通 貨
外国との取引に用いられる通貨は原則として大蔵大臣の指定する通貨で行
なわなければならない。現在受領通貨として指定されている通貨は次のもの
である。
通貨 単位名称 通貨単位（略号） 裁定相場（単位円）
1.米・ドル (U. S. Dollar) US$ 360.00 
2.英・ボソド (Sterling Pound) £ 1,008.00 
3. ドイツ・マルク (DeutscheMark) DM  90.00 
4. スウェーデン・ (SwedishKrona) 
クローネ
S.Kr. 69.59 
5. オダ＿ランダ・ギル（NorethFleorlriands Guilder ) GI. or Fis 99.45 
6. ベルギー・フラン (BelgianFranc) B. Frs. 7. 20 
7. フランス・フラン (FrenchFranc) F. Frs. 72.92 
8 オーストリア・ (Austrian Schilling) 
・シリング s. 13.85 
9. デンマーク・クローネ (DanishKrone) D.Kr. S2. 12 
10. ノルウェー・ク (Norwegian Krone) 
ローネ
. N.Krs. 50.40 
1. イタリア・リラ (ItalianLira) Lit. 0.576 
12. ポスルクートガドル・エ (Protugese Escudo) Esc. 12. 53 
13. カナダ・ドル (CanadianDollar) Can$ 333.00 
14. スイス・フラン (SwissFranc) S. Frs. ※ 83.03 
15. オ・ードルストラリア (Austrialian Dollar) $A 403. 20 
16. 日本・円 (Japanese Yen) 乎
出所： InternationalFinancial Statistics 1967年 3月号。 （※印は除く）
なお，支払通貨については外国通貨および本邦通貨のいずれでもよい。
〔I〕 外国為替の集中
本邦にある居住者や外国にある居住者は輸出（役務契約や債権契約の場合一
も同じ）などによって生じた債権を回収する義務を負うとともに，取得した
対外支払手段または外貨債権は集中機関（外国為替公認銀行，貿易外取引な
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ら両替商・郵便官署の場合もある）に集中しなければならない。
(20) 
このように，わが国では外国為替集中制度を採用し，為替銀行に一定限度
の外貨保有を認めているほかほ，原則として外貨保有は認められていない。
ただ海運会社，保険会社，旅行斡旋業者および貿易商社は大蔵大臣の許可を
受ければ，外貨を保有することができる。このように，わが国では現在，持高
集中制をとり，戦後の民間貿易再開当時の全面集中制にくらべて，大幅に緩
(21) 
和されている。したがって，貿易商社は輸出で得た外貨をもって輸入代金を
(22) 
決済することができ，それによって為替のマリー益を確保することができる。
なお，為替銀行が保有できる外貨は，甲種為替銀行（後述）では各外国通貨，
乙種為替銀行（後述）では米ドル，英ポンドのみで，乙種為替銀行がそれ以
外の外貨を取得したときには遅滞なく甲種為替銀行に売却し，または取立を
依頼することになっている。
〔Il〕 外国為替相場
わが国では単一為替レートを採用し，米ドルを基準として 1ドル＝360円
なる基準相場が定められている。そして米ドル以外の指定通貨に対してはそ
れぞれの通貨の IMF平価または対米ド）レ相場と基準相場により算出された
円貨が裁定相場として定められている。
さらに，外国為替銀行が顧客に対して米ドルその他の外国為替を売買する
場合の相場は自由に建値することが認められている。ただ米ドルについては
(20) 外貨の管理運用を政府の支配下におくため，外貨を政府の手許に集中させる制
度をいう。これには全面集中制と持高集中制がある。全面集中制とは銀行・商社な
ど一切外貨の保有を認めず，貿易取引などで得た外貨を即時政府の集中機関に集中
させる制度をいう。これに対し，持高集中制とは貿易取引で得た外貨は一応，為替
銀行が保有することとし，その貿易商社が外国から輸入したときに，その資金を決
済にあてさせ，銀行の持高 (Position)のある部分を政府の集中機関に集中させる制
度をいう。すなわち，為替の売買差額（マリー不能分）のみ集中すればよく，マリ
ー可能分については集中させる必要はない。
(21) 浜谷源蔵「貿易実務」昭和41年， 20頁を参照されたい。
(22) 為替銀行が外国為替の売買において，売為替と買為替とを見合わせて，持高の
自動的調整をはかる操作を為替のマリー (ExchangeMarry)といい，・マリーによる
為替売買益をマリー益という。
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大蔵大臣売買相場が平価に対する上下各0.75％の間(362円70銭～357円30銭）
と定められており，また外国為替銀行の外国為替相場は市場実勢からみて，
合理的な相場でなければならないとされているから，為替銀行の対顧客相場
もこれを基準として一定の範囲内で変動することになる。
最後に，外国為替取引の管理もあるが，このうち貿易に関係の深いものは
それぞれのところで箇単に触れておいた。•
第4 貿易関係法規
輸出貿易制度や輸入貿易制度で述べたように，貿易取引は物品上また為替
上において種々の制約を受けている。この物品上の管理を主として行なうも
のが通産省であり，為替上の管理を行なうものが大蔵省である。
このように，通産省や大蔵省が貿易取引を管理統制するためには法律の砥
付けがなければならない。貿易取引を規制する最も基本的なものとしては外
国貿易の正常な発展をはかり，国際収支の均衡，通貨の安定および外貨資金
の最も有効な利用を確保するために必要な外国為替，外国貿易およびその他
の対外取引の管理を行ない，そして国民経済復興と発展に貢献するために制
．．．．．．．．．．．．．． 
定された「外国為替および外国貿易管理法」があり，この法のもとに「外国
為替管理令」．「輸出貿易管理令」，「輸出貿易管理規則」，「輸入貿易管理令」，
「輸入貿易管理規則」，「標準決済方法に関する省令」．「非居住者自由円勘定
に関する政令」など為替および貿易取引に対する規制を実施するための実体
法があり，また「外国為替等集中規則」や「通貨指定に関する省令」なども
ある。この「外国為替および外国貿易管理法」と並んで重要なものは．貿易
業者の不公正な輸出取引を防止し，ならびに輸出取引および輸入取引の秩序
を確立し，そして外国貿易の健全な発展をはかるためにつくられた「輸出入
．．． 
取引法Jである。このほか，通関上の取締規定である関税法，関税率や課税上
の取扱を定める関税定率法があり，また輸出品の声価の維持および向上をは
かるための輸出検査法，さらに輸出品のデザインの登録および認定を行なう
とともにあわせて輸出品につけられる商標の認定を行なうことにより，これ
らの模倣を防止し，そして輸出貿易の健全な発達に貢献するための輸出品デ
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ザイン法，また，輸出貿易その他の対外取引において生ずる為替取引の制限
その他通常の保険によって救済することができない危険を保蔑する制度を確
立することによって，輸出貿易その他の対外取引の健全な発達をはかるため
の輸出保険法などがある。
なお，こまかくみれば，食糧管理法，植物防疫法，家畜伝染病予防法，狂
犬病予防法，真珠掟殖事業法，蚕糸業法，林業種苗法，文化財保護法，たば
こ専売法，塩専売法，アルコール専売法，麻薬取締法，大麻取締法，あへん
法，党せい剤取締法，銃砲刀剣類所持等取締法，肥料取締法，狩猟法，食品
衛生法，薬事法，毒物および劇物取締法， しょう脳専売法，高圧ガス取締法，
火薬類取締法など貿易に関係するものがあるから，貿易取引を行なう場合注
(23) 
意する必要がある。
最後に注意したいことは，現行の輸出規制は輸出貿易管理令と輸出入取引...... 
法にもとづいているが，漸次，輸出入取引法に重点がおかれてきており，そ
の規制内容も価格規制より数位規制に移行していっているということである。
第5 貿易管理機構と外国為替管理機構
〔I〕 貿易管理機構
(1) 通商産業省
貿易管理の主務官庁であり，貨物の輸出入の管理に対する広汎な事務
を所掌している。たとえば輸出入の承認および契約の許可，輸出保険の
実行，輸出検査の基準決定などを行なっているが，貿易管理の中枢的機
能を果しているのは同省通商局である。しかし，実際の管理は重工業局~
軽工業局および繊維局などの各局や主要都市にある通商産業局および通
商事務所が行なっている。
(2) 税関
税関は関税法にもとづいて貨物の輸出入を取り締まることを主務とす＇
る機関であり，大蔵省の下部機関である。さらtこ，通産省の承認および
銀行の認証を確認し，また通産大臣から権限を委任された範囲内におい
(23) 詳細は日本関税協会「通関前貿易手続き」昭和41年を参照されたい。
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て輸出入の承認を行なっている。
また，時には農林省が股林物資について，通産省の輸出承認に対して
同意する事務を行なうこともある。
〔I〕 外国為替管理機構
現行では貿易に関する為替管理は通産省，大蔵省またはその委任を受けた
税関，日本銀行および外国為替公認銀行によって行なわれている。
(1) 通商産業省
貿易管理の主務官庁であるのはもちろん，通商に伴なう為替管理をも
行なっている。
(2) 大蔵省
為替管理の基本的事項の決定，外貨資金特別会計の管理運営にあたっ
ている。たとえば外国為替相場の決定，外貨資金の集中，椋準決済方法
の制定，決済通貨の指定，通産省所管の外国為替管理を行なうほか，外
国為替銀行の認可などの業務も行なっている。
為替管理を実施するにおいて，実際上大きな機能を果たすものは税関，
日本銀行，外国為替公認銀行であるが，（3）税関については既に述べたの
で省略する。
(4) 日本銀行
大蔵大臣の委任を受けて，大蔵大臣勘定ならぴに外国為替資金特別会
計の運用を行なうほか，輸出入の事後審査，報告の微収など広範な管理
事務を行なっている。
(5) 外国為替公認銀行
銀行本来の為替業務のほか，政府の委任によって，外国為替の集中，
輸出の認証，輸入の承認および支払の承認などの為替管理業務を行なっ
ている。外国為替公認銀行のなかには外国の銀行とコルレス契約を締結
・・・ •(24)
し，直接，為替取引を行なうことができる甲種為替銀行と，甲種為替銀
(24) 甲種銀行
① 東京，三菱，第一，大和，宮士，神戸， 日本勧業，三和，住友，東海，三井，
日本興業（以上本邦銀行12行）
R アメリカ，ファースト・ナショナル，チェーズ・マンハッタン，香港上海，チ
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行や外国銀行の支店を通じて，間接にしか為替取引を行なうことができ
・・・・・ •(25)
ない乙種為替銀行がある。
あとがき
わが国の現行貿易制度は貿易管理と為替管理の一元的処理を目的としてい
るとはいえ，これらの許認可はきわめて複雑であり，二省以上の共管ないし他
省の同意や承認を要するものがかなり多い。この意味において，現行規制の
緩和，窓口の一本化および事務処理の迅速化など現行貿易制度に対する筒索
化，自由化が望まれているが，現行の「外国為替および外国貿易管理令」の
枠内での行理制度の変更はほとんど限界にきており，現行法制の抜本的改正
がないかぎり，大幅な手続きの簡素化は困難であると考えられている。政府
においても，「外国との経済取引に関する法律案骨子」を公表し，また臨時行
政調査会によって「許認可等の改革に関する意見」などが答申されているが，
一つの示唆を与えたものと思われる。もちろん，貿易制度の抜本的改正は単
に国内問題だけではなく，国際問題をも考盛して行なうぺきであろう。しか
し，単に抜本的改正を待つだけでなく，現行法制下においても標準決済方法
の範囲をできるだけ拡大するなどできるかぎり規制の緩和をはかるべきであ
り，また中央官庁の権限の委譲なども行なうぺきであろう。
(42. 4. 15) 
ャータード，マーカンタイル，アルヘメーネ・ネダーランド，インドシナ，中国，
インド，韓国，アメリカン・エキスプレス，バンコック，オーバーシーズ・ユニ
オン，コンチネンクル（以上外国銀行15行）
(25) 乙種銀行
北海道拓殖，埼玉，静岡，北陸，鹿児島，協和，三井信託，三菱信託，安田信託，
住友信託，福岡，滋賀．日本信託，横浜，百五，十六，親和，山口，十八，宮崎．
日本長期信用，京都．広島，肥後，百十四．四国，伊予，東洋信託，足利，大分，
駿河，大垣共立，阿波，大阪，第四，群馬，清水，佐賀，北海道，北国，紀陽，常
陽，中国，東京都民，北越，八十二，中央信託，岩手，千葉，山梨，日本不動産，
商工組合中央金庫，七十七，山陰合同，福井（以上55行）
(26) この要旨は貿易弘報社「貿易手続全解」 15版，昭和41年， 32頁を参照されたい。
なお， 16版 (42年発行）には見当らない。特に輸出認証制度の廃止には賛成である。
